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2023年３月の月次業績等（速報）に関するお知らせ 

 

2023年３月の月次業績及び月次事業指標の速報値について、下記の通り、お知らせいたします。 

なお、この月次速報は翌月10営業日前後を目処に開示を行います。また、記載数値は速報値である

ため、今後修正となる可能性がございます。 

記 

１．2023年３月期 月次業績（速報） 

（月次推移）                             （千円未満切り捨て） 

※2023 年３月期より連結の月次業績（速報）を公表しております。 

 

（四半期推移）                                                        （千円未満切り捨て） 

※2023 年３月期より連結の四半期業績（速報）を記載しております。 

 

 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

純営業収益（千円） 578,784 476,392 496,226 600,563 553,439 725,313 

受入手数料 511,823 480,099 442,326 552,901 463,551 670,233 

トレーディング損益 60,457 △13,077 48,058 44,135 82,984 43,188 

その他 6,502 9,371 5,841 3,526 6,903 11,891 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

純営業収益（千円） 1,617,462 1,510,361 1,551,404 1,879,316 

受入手数料 1,361,611 1,291,089 1,434,249 1,686,686 

トレーディング損益 230,544 203,489 95,438 170,307 

その他 25,306 15,782 21,715 22,321 



- 2 - 
 

２．2023 年３月の月次事業指標（速報）                 

（月次推移）                             （単位未満切り捨て） 

 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

口座数 54,413 54,523 54,211 54,369 54,616 54,316 

預かり資産（百万円） 248,144 256,212 269,033 272,985 270,246 276,304 

 リ テ ー ル 事 業 196,270 197,688 188,892 196,635 199,874 201,663 

  うち投資信託残高 23,455 23,228 22,298 22,938 23,071 22,929 

  うち外国株預かり残高 12,760 12,611 12,995 12,148 12,927 13,035 

 ホールセール事業 51,874 58,524 80,141 76,350 70,372 74,641 

純金積立預かり残高（百万円） 9,289 9,288 9,227 9,337 9,276 9,701 

株式等売買代金（百万円） 19,547 22,200 16,099 9,192 12,549 12,776 

 リ テ ー ル 事 業 19,059 21,830 15,806 9,034 12,154 12,186 

  うち国内株式等売買代金 17,314 20,427 14,653 7,485 9,513 10,774 

  うち外国株売買代金 1,745 1,403 1,153 1,549 2,641 1,412 

 ホールセール事業 488 370 293 158 395 590 

デリバティブ取引売買高（百枚） 87,907 58,510 53,951 58,071 53,064 61,597 

 リ テ ー ル 事 業 2,464 2,123 2,093 2,289 2,847 3,293 

ホールセール事業 85,443 56,386 51,857 55,781 50,217 58,303 

※上記の月次事業指標（速報）は主要子会社の日産証券のものとなります。 

※純金積立預かり残高にはプラチナ積立も含みます。 

※１月の株式等売買代金の減少は証券基幹システムの移行に伴う証券オンライントレードサービス

の終了による国内株式等売買代金（リテール事業）の減少が主な要因となっております。 

 

以 上 


